
目
指
す
べ
き
方
向
性

提
言
で
は
、
上
述
の
背
景
を
踏
ま
え
、
目
指
す
べ

き
方
向
性
と
し
て
３
項
目
を
掲
げ
て
い
る
。

⑴
資
源
制
約
の
克
服

世
界
に
お
け
る
資
源
需
要
の
拡
大
や
国
際
情
勢
の

変
動
に
伴
い
、
資
源
制
約
が
強
ま
る
こ
と
が
予
想
さ

れ
る
中
、
特
に
、
我
が
国
は
、
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス

フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
Ｇ
Ｘ
）の
実
現
に
不
可
欠
な
レ

ア
メ
タ
ル
を
は
じ
め
と
す
る
鉱
物
資
源
を
輸
入
に
依

存
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
供
給
が
特
定
国
に
偏
っ
て

い
る
も
の
も
多
く
、
供
給
地
域
の
情
勢
変
化
に
大
き

く
影
響
を
受
け
や
す
い
体
制
と
な
っ
て
い
る
。
そ
こ

で
、
Ｃ
Ｅ
の
実
現
に
よ
り
資
源
の
確
保
を
図
り
、
資

源
制
約
の
克
服
、
経
済
安
全
保
障
の
強
化
を
行
う
べ

き
で
あ
る
。

⑵
環
境
制
約
の
克
服
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
へ
の
貢
献

日
本
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
う
ち
、
資
源
循

環
を
進
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
削
減
可
能
な
排
出
量
は

全
体
の
約
36
％
と
い
う
試
算
も
環
境
省
か
ら
示
さ
れ

て
い
る
。
Ｃ
Ｅ
へ
の
取
り
組
み
に
よ
り
、
廃
棄
物
の

発
生
抑
制
、
天
然
資
源
の
利
用
抑
制
を
図
る
こ
と
に

加
え
、
資
源
の
循
環
を
通
じ
た
Ｃ
Ｎ
の
実
現
に
も
取

背
景

我
が
国
に
お
い
て
は
、
資
源
循
環
に
係
る
各
種
法

律
が
施
行
さ
れ
、
政
府
・
自
治
体
・
経
済
界
等
の
努

力
に
加
え
、
国
民
の
主
体
的
な
協
力
に
よ
り
、
資
源

の
循
環
が
推
進
さ
れ
、
大
き
な
成
果
を
挙
げ
て
き
た
。

こ
う
し
た
中
、
資
源
需
要
の
拡
大
、
ロ
シ
ア
の
ウ

ク
ラ
イ
ナ
侵
略
等
を
契
機
と
し
た
資
源
供
給
の
不
安

定
化
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル（
Ｃ
Ｎ
）に
向
け
た

資
源
循
環
推
進
の
必
要
性
、
さ
ら
に
は
資
源
の
循
環

を
産
業
政
策
と
し
て
位
置
付
け
る
Ｅ
Ｕ
な
ど
海
外
の

動
き
を
背
景
に
、
世
界
各
国
で
、
サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
・

エ
コ
ノ
ミ
ー（
Ｃ
Ｅ
）の
重
要
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

我
が
国
に
お
い
て
も
、
こ
れ
ま
で
の
循
環
型
社
会

形
成
へ
の
取
り
組
み
で
培
っ
て
き
た
技
術
や
ノ
ウ
ハ

ウ
と
い
っ
た
強
み
を
活
か
し
、
資
源
の
確
保
や
環
境

負
荷
の
低
減
の
取
り
組
み
を
競
争
力
の
強
化
や
成
長

戦
略
に
つ
な
げ
る
Ｃ
Ｅ
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
が
重

要
で
あ
る
。
政
府
に
お
い
て
も
、
Ｃ
Ｅ
の
実
現
に
向

け
た
検
討
が
加
速
し
て
い
る
。
そ
こ
で
、
オ
ー
ル
ジ

ャ
パ
ン
で
の
取
り
組
み
を
推
進
す
べ
く
「
サ
ー
キ
ュ

ラ
ー
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
実
現
に
向
け
た
提
言
」
を
取

り
ま
と
め
た
。本
稿
で
は
、提
言
の
概
要
を
紹
介
す
る
。

野
のだ
田由

ゆみこ
美子

審議員会副議長/環境委
員長
ヴェオリア・ジャパン会長

小
こぼり
堀秀

ひでき
毅

副会長/環境委員長
旭化成会長

サーキュラー・
エコノミーの実現に
向けた提言

提
言
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図表１ サーキュラー・エコノミーの実現に向け目指すべき方向性、
取り組むべき課題

目指すべき方向性

取り組むべき課題

（1）資源制約の克服 （2）環境制約の克服、CNへの貢献 （3）経済成長、産業競争力の強化

設計・製造 販売

収集・再資源化 消費・利用

（1）環境配慮設計の促進 （2）再生材の活用、部品リユース
の普及促進

（3）「利用型ビジネスモデル」
の普及促進

（4）消費者の行動変容促進

<ステークホルダーからの評価>

（5）循環資源の効率的な収集、
再資源化の拡大

<国際貢献・情報流通プラットフォームの構築>

（6）海外における資源循環体制の構築
への協力

（7）情報流通プラットフォーム
の構築

（8）企業の「循環度」等の評価 （9）企業と投資家・金融機関の建設的対話

ま
で
に
同
ビ
ジ
ネ
ス
の
市
場
規
模
を
、
現
在
の
約
50

兆
円
か
ら
80
兆
円
以
上
に
す
る
目
標
が
掲
げ
ら
れ
た
。

今
後
、
企
業
は
従
来
の
環
境
保
全
活
動
と
し
て
で

は
な
く
、
経
営
戦
略
・
事
業
戦
略
と
し
て
Ｃ
Ｅ
の
実

現
に
取
り
組
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
政
府
に
お
い

て
は
、
そ
う
し
た
企
業
の
取
り
組
み
を
支
援
し
、
経

り
組
む
べ
き
で
あ
る
。

⑶
経
済
成
長
、
産
業
競
争
力
の
強
化

Ｃ
Ｅ
関
連
ビ
ジ
ネ
ス
の
市
場
規
模
は
、
今
後
大
幅

な
拡
大
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
世
界
全
体
で
は
２
０

３
０
年
ま
で
に
４
・
５
兆
ド
ル
に
の
ぼ
る
と
予
測
も

出
さ
れ
て
い
る
。
国
内
に
お
い
て
も
、
２
０
３
０
年

⑵
再
生
材
の
活
用
、

部
品
リ
ユ
ー
ス
の
普
及
促
進

再
生
材
活
用
に
係
る
課
題
の
克
服
に
向
け
、
再
生

材
を
用
い
た
製
品
の
積
極
的
な
公
共
調
達
等
や
品
質

に
関
す
る
規
格
・
基
準
の
在
り
方
の
検
討
が
必
要
で

あ
る
。
ま
た
、
部
品
リ
ユ
ー
ス
に
関
し
、
情
報
流
通

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
や
リ
マ
ニ
ュ
フ
ァ
ク
チ
ャ

リ
ン
グ
に
取
り
組
む
事
業
者
に
対
す
る
負
担
軽
減
策

等
の
支
援
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。

⑶
「
利
用
型
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
」
の
普
及
促
進

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
、
サ
ブ
ス
ク
リ
プ
シ
ョ
ン
等
の

「
利
用
型
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
」
の
普
及
促
進
の
た
め
、

環
境
価
値
に
関
す
る
社
会
的
認
識
の
向
上
に
向
け
た

啓
発
活
動
や
、
行
政
に
よ
る
積
極
的
な
公
共
調
達
を

推
進
す
べ
き
で
あ
る
。

⑷
消
費
者
の
行
動
変
容
促
進

資
源
循
環
型
製
品
・
利
用
型
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の

普
及
促
進
の
た
め
に
は
、
消
費
者
の
環
境
価
値
へ
の

理
解
醸
成
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
啓
発
活

動
・
環
境
教
育
の
促
進
に
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
。

加
え
て
、
環
境
負
荷
の
低
減
に
基
づ
く
「
環
境
価

値
」
の
評
価
方
法
・
認
証
制
度
・
表
示
制
度
の
在
り

方
の
検
討
を
行
い
、
環
境
価
値
の
見
え
る
化
に
取
り

組
む
必
要
が
あ
る
。

済
成
長
や
産
業
競
争
力
強
化
に
つ

な
が
る
施
策
展
開
を
図
る
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。

取
り
組
む
べ
き
課
題

Ｃ
Ｅ
の
実
現
に
向
け
た
課
題
と

必
要
な
施
策
を
９
項
目
に
ま
と
め

て
い
る（
図
表
１
）。

─
製
品
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に

関
わ
る
課
題
と
施
策

⑴
環
境
配
慮
設
計
の
促
進

３
Ｒ
や
長
期
使
用
の
視
点
か
ら
、

減
量
化
、
易
解
体
性
、
単
一
素
材

化
、
修
理
性
等
を
踏
ま
え
た
設
計

が
重
要
で
あ
り
、
自
主
的
設
計
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
策
定
に
向
け
た
議
論

の
促
進
や
、
新
素
材
・
新
技
術
の

開
発
に
向
け
た
支
援
を
求
め
た
い
。
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図表２「サステイナブルな資本主義」実践に向けた環境分野における動向

GX
（グリーントランスフォーメーション）

・経団連は2022年５月に提言をとりまとめ
・政府は2023年２月に「GX実現に向けた基
本方針」および関連法案を閣議決定

CE
（サーキュラー・エコノミー）

・経団連は、2021年３月より、政府とともに、循
環経済パートナーシップ（J4CE：ジェイフォー
ス）を推進

・今後政府において「資源自律経済戦略」(経産
省)、「第５次循環型社会形成推進基本計画」（環
境省）の策定が行われる予定

NP
（ネイチャーポジティブ）

・「昆明・モントリオール生物多様性枠組」の
採択を受け、2023年３月に日本の国家戦
略が閣議決定

・経団連自然保護協議会は、生物多様性保全
に向けたアクションプランを策定予定

周
知
と
、
活
用
促
進
に
向
け
た
制
度
の
在
り
方
を
検

討
す
べ
き
で
あ
る
。ま
た
、廃
棄
物
処
理
法
に
係
る
許

可
・
認
定
の
審
査
効
率
化
に
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
。

─
製
品
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
を
支
え
る
要
素
に
関

わ
る
施
策

⑹
海
外
に
お
け
る
資
源
循
環
体
制
の
構
築
へ
の
協
力

地
球
規
模
で
の
環
境
負
荷
低
減
の
観
点
か
ら
、
途

上
国
へ
の
技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
移
転
や
、
各
国
の
文

化
や
国
情
に
十
分
配
慮
し
た
仕
組
み
づ
く
り
へ
の
協

力
を
通
じ
、
海
外
に
お
け
る
資
源
循
環
体
制
構
築
へ

の
協
力
に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

⑺
情
報
流
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

動
静
脈
産
業
間
を
含
め
た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全

体
で
の
企
業
間
連
携
の
た
め
、
情
報
流
通
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
の
構
築
が
必
要
と
な
る
。
そ
の
際
、
機
密

情
報
を
含
め
共
有
す
る
情
報
の
整
理
・
ル
ー
ル
化
に

向
け
た
議
論
に
加
え
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
に

向
け
た
支
援
も
重
要
で
あ
る
。

─
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
評
価
に
関
す
る
施
策

⑻
企
業
の
「
循
環
度
」
等
の
評
価

企
業
の
Ｃ
Ｅ
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
が
適
正
に

評
価
さ
れ
る
た
め
、
国
際
的
議
論
と
整
合
性
を
取
る

形
で
、
企
業
の
Ｃ
Ｅ
へ
の
貢
献
度（「
循
環
度
」）や
、

リ
サ
イ
ク
ル
や
熱
回
収
に
よ
る
温
室
効
果
ガ
ス
削
減

効
果
の
評
価
方
法
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

⑼
企
業
と
投
資
家
・
金
融
機
関
の
建
設
的
対
話

国
内
外
の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
資
金
の
取
り
込
み
に
向
け
、
政

府
の
「
サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
に
係
る
開

示
・
対
話
ガ
イ
ダ
ン
ス
」
の
国
内
普
及
に
よ
る
企
業

と
投
資
家
・
金
融
機
関
の
協
創
関
係
構
築
の
促
進
、

お
よ
び
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
国
内
外
へ
の
共

有
・
発
信
に
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
。

Ｃ
Ｅ
の
実
現
に
は
、
国
民
各
界
各
層
が
そ
の
重
要

性
を
理
解
し
、
行
動
変
容
に
つ
な
げ
る
こ
と
に
加
え
、

企
業
が
Ｃ
Ｅ
関
連
ビ
ジ
ネ
ス
を
持
続
可
能
な
成
長
の

た
め
と
捉
え
、
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。
そ
の
際
、
企
業
や
業
種
の
垣
根
を
越
え
た
動

静
脈
産
業
間
連
携
、
動
脈
産
業
同
士
の
連
携
や
官
民

連
携
が
不
可
欠
で
あ
る
。

政
府
に
お
い
て
は
、
企
業
の
取
り
組
み
を
後
押
し

す
べ
く
、
Ｃ
Ｅ
の
実
現
に
向
け
た
施
策
の
道
筋
を
早

期
に
示
す
べ
き
で
あ
る
。

経
団
連
と
し
て
も
、
我
が
国
の
Ｃ
Ｅ
の
実
現
へ
の

取
り
組
み
を
「
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
資
本
主
義
の
実

践
」
の
１
つ
と
し
て
位
置
付
け
、
Ｇ
Ｘ
、
ネ
イ
チ
ャ

ー
ポ
ジ
テ
ィ
ブ（
Ｎ
Ｐ
）と
一
体
的
に
捉
え
て
推
進
し

て
い
く
所
存
で
あ
る（
図
表
２
）。

⑸
循
環
資
源
の
効
率
的
な
収
集
、再
資
源
化
の
拡
大

資
源
の
循
環
を
一
層
効
率
的
に
進
め
る
た
め
、
廃

棄
物
処
理
法
上
の
許
可
を
不
要
と
す
る
特
例
制
度
で

あ
る
広
域
認
定
制
度
お
よ
び
再
生
利
用
認
定
制
度
の
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